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１．はじめに 
 
 高速道路を整備する際に，高速道路利用車両の需要予

測には高速道路転換率モデルという数理モデルを用いて

高速道路利用交通量と一般道路利用交通量の割合を推計

している．この高速道路転換率モデルを利用して高速道

路利用交通量を推計した結果が，建設するか否かを決定

するための判断材料の1つとなっている． 
現在実務で用いられている高速道路転換率モデルは一

般的に次の２つの式が用いられている．１つは首都高速

公団などの各都市高速公団で使用されているモデルで以

下のように定式化される． 
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ここに，Pが高速道路への転換率，α，β，γはパラメ
ータ，δ は短トリップの時の低減率を与えるパラメータ
である．また説明変数Tは高速道路利用経路と一般道路
利用経路の競合時間比,走行時間比が用いられている． 

縦貫開通時の交通状況 

縦貫未開通時の交通状況 

適応 

また日本道路公団では，以下のように定式化している． 
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ここに， Pが高速道路への転換率，α，β，γはパラメ
ータ，Xは料金/時間差（C/T）(円/分)，Tは高速道路利用
経路と一般道路利用経路の走行時間差，Sはシフト率と
定義される． 
 式（１）では走行時間のみを説明変数に用いている.式
（２）では，α，βは国内均一，γは国内を14地域に分
け地域ごとに設定しているなど工夫を加えている．しか

し高速道路を利用するか否かという交通行動には，走行

時間の他に，高速道路の料金や利用者の所得を考慮して

モデル化する方が自然である． 
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２．本研究の概要 
 
本研究では既存のモデルに対し，高速道路料金を考慮

した新しい高速道路転換率モデルを構築する．また神奈

川県相模原市における高速道路利用交通量について既存

のモデルおよび平成9年度道路交通センサス1)の結果と比

較し,その精度について考察する．次に相模原市周辺にお
いて建設中である「さがみ縦貫道路」開通後（平成32
年）の交通，環境負荷の推定を行う．そして高速道路料

金を変化させることで相模原市における都市交通，都市

環境と高速道路料金について検討することができるよう

なツールを開発することを目的とする．本研究の概要を

図１としてまとめる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１：研究概要 
 
３．高速道路転換率モデルの構築 
（１）転換率モデルの概要 
 
 従来，高速道路を含む道路ネットワークにおける交通

量の配分では，あらかじめ高速道路利用ODと一般道路
利用ODを分離して用いる分割配分法の使用を前提にし
て定式化されてきた．しかし近年「利用者が最も所要時

間の少ない経路を選択する」という，利用者均衡配分モ

デルによる交通量配分方法が注目されている．松井，藤

の研究2）により都市高速道路を対象にした利用者均衡配

分モデルと併用が可能な新しい転換率モデルの研究がな

されている．この定式化は以下のような目的関数を最小

化する問題とされている． 



 

     （３） 
ここに 

ay ：リンクaのリンク交通量 

( )yCa ：リンクaのリンクコスト関数 

e
ig ：ODペアⅰの高速道路利用の交通量 

iG ：ODペアⅰの全交通量 

iw ψθ ,, ：パラメータ 

である．この最小化問題の解として得られるODペアⅰ
の高速道路転換率として 
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が得られる．ここに はODペアⅰ間の一般道路

利用と高速道路利用の最短経路における時間差である．

ここでパラメータ

e
ii λλ −

iψ は料金抵抗，時間価値を含むとい

う不明瞭なパラメータである．この中でODペアⅰ間で
の高速道路料金のみは明確に数値化することが出来るた

め，これをパラメータに含める．これにより式（４）は， 
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ここに 

iC ：ODペアⅰの高速道路利用料金 

θ ′：パラメータ 
と変形される．このように式（３）から導出される転換

率モデルはロジットタイプで，説明変数として所用時間

差および各ODでの高速道路利用料金を用いた形になっ
ていることが分かる．従って式（５）で与えられる転換

率モデルのパラメータ ,θ iψθ ,′ を推定すれば良い． 

（２）本研究で用いるデータ 
 
本研究で用いたデータは平成9年度道路交通センサス
調査より高速道路利用交通量および，全道路利用交通量

のOD表，相模原市総合都市計画策定報告書3)より経路情

報をもちいている．なお平成9年度道路交通センサス調

査から相模原市を起終点とする3025ODペアについてデ
ータとして用いた．本研究ではさがみ縦貫道路の高

速道路利用料金が未定である点，高速道路利用ＯＤ

の最短経路に日本道路公団，首都高速公団の両方の

高速道路を利用する経路が存在する．現在日本道路

公団では固定費150円，1kmあたり25円課金している，一
方首都高速公団では走行距離に依存せず一律に料金を課

している．このようなことから回帰分析を行い最も決定

係数の高かった固定費150円，1kmあたり26.3円を課金す
る料金体系（以下基準料金）として設定した．（図２参

照） 
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 相関係数：0.98 
傾き：0.89 図２：料金設定 

（３）パラメータの推定 
 
 本研究では式（５）を式（６）のように変形し，重回

帰分析をすることでパラメータの推定を行う． 
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式（６）をもちいて重回帰分析を行なう際，平成9年度
道路交通センサス調査から相模原市を起終点とする3025
ODペアの中から,高速道路利用OD交通量が存在し，高速
道路利用経路の所要時間が一般道路利用経路の所要時間

より短いものを対象とした．この結果抽出された103OD
ペアについて重回帰分析を行なった． 
 このようにして計算した対象の全てのODでの共通の
高速道路転換率パラメータは 

201.9 −= Eθ  
466.2 −=′ Eθ  

274.2 −= Eψ  

と推定され，重相関係数は0.66となった．ここで高速道
路を利用するか，しないかという交通行動にはOD間で
の所要時間差が同等でも走行距離が長い場合と短い場合

では高速道路転換率が異なると考えるのが自然である．

したがって高速道路転換率のパラメータを全てのODで



一律に定め需要交通量を推定するには無理がある．そこ

で複数のOD間距離別にパラメータを推定し，距離帯別
の高速道路転換率を求める．ここでは10kmから40kmま
で，10kmごとに距離帯をとり，40km以上を１つの距離
帯として区分し，各距離帯でそれぞれ重回帰分析を行い

高速道路転換率モデルのパラメータ推定を行う．この結

果を表１として示す． 
表１：各距離帯のパラメータ 

距離帯(km) θ θ' ψ 重相関係数 

10～20 2.84E-2 -5.20E-5 2.59E-2 0.542 

20～30 5.63E-2 9.78E-5 -7.51E-2 0.501 

30～40 -3.33E-2 2.58E-6 8.11E-2 0.631 

40～ 1.77E-1 1.33E-4 8.61E-2 0.586 

この結果では各距離帯での重相関係数を見ると各距離帯

では0.5～0.6とサンプルデータにややばらつきがあるこ
とが分かる． 
（４）各推定結果との比較 
 
 本節では，3節で求めた高速道路転換率モデルでの交
通量の推計値と同一データによって式（２）を用いて推

計した結果，および平成9年度道路交通センサス調査か
ら相模原市を着終点とする高速道路利用交通量（以下

「実績値」）の比較を表２として示す．ただし，ここで

は式（２）（以下公団モデル）のシフト係数Sは1.01３＝1.
03として計算する．（シフト係数Sは「国民1人当りの購
買力の平成6年を1とした伸び率で，年1%増加する．」
と定義されている）実績値は1日の高速道路利用交通量
は，7520台と推計されている．この値と提案モデルでの
推計結果および公団モデルでの推計結果の比較を表2と
して示す． 

表２：各モデルでの推計結果 

 提案モデル 公団モデル 

交通量(台)  9444.48 18388.32 

交通量誤差 25.50% 139.50% 

ここでは10kmから5kmごとの距離別での提案モデルと実
績値の交通量の関係および，公団モデルと実績値の交通

量の関係を図３，４として示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３：提案モデルと実績値の関係 
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図４：公団モデルと実績値の関係 
 
 これらの推計値の距離帯別での相関係数の比較を行う

と，前者が0.647，後者が0.494となり相模原市において，
現在実務で使用されているモデルより精度の良い結果が

得られた． 
４．シミュレーションを用いた交通行動分析 

（１）ＯＤ交通量の推定 

 

さがみ縦貫道路開通時の交通流を推定するための，デ

ータの 1 つとして自動車のＯＤ交通量を推定が必要とな

ってくる．ここでは，さがみ縦貫道路開通時のＯＤ交通

量の推定を行う．そこで，まずこの推定のベースとなる

交通抵抗を決定するために，相模原市総合都市交通計画

策定調査報告書のＯＤ交通量と以下の式で表される

Voorhees の修正重力モデルを用いたＯＤ推定を行い，こ
の２つの値の比較を行い整合性の検証を行う. 

( ) ( )ijRcb
ijij eRaRf *** −=     （７）         

ここに 
a，b，c：パラメータ 

ijR ：ゾーンⅰ，j間の距離の平方 

その後さがみ縦貫道路開通時の相模原市及びその周辺

のＯＤ交通量推定を行う．ここではパラメータは一般的

に用いられている a＝1.0，b＝0.5，c＝１.0 と設定する．
４）5)相模原市外への移動にも目を向けると，移動目的に

よっては自動車のみでは達成できないものも多く存在す

る．これには都心への通勤や通学などが挙げられる．そ

の際の主な交通手段は鉄道である．そのため，鉄道駅の

存在するゾーンとその周辺地域は結びつきの強いものに

なると考えられるので，この結びつきが存在する OD ペ
アの交通抵抗を軽減する．その方法として，鉄道駅別鉄

道端末交通手段自動車・タクシー・バスの割合を考慮す

る．以下の式を考慮することにより，交通抵抗を軽くす

る．6）7） 
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ここに 
Mc：鉄道駅別鉄道端末交通手段車の割合（％） 
Mt：鉄道駅別鉄道端末交通手段タクシーの割合（％） 
Mb：鉄道駅別鉄道端末交通手段バスの割合（％） 

 

これらの処理によって算出したＯＤ交通量の相関係数を

表３として示す． 

 

表３：ＯＤ交通量の算出結果 

 発生交通量 集中交通量 

市内内 0.992 0.989 

市内外 0.974 0.966 

この結果から相模原市およびその周辺でのＯＤ交通量の

推定精度は非常に良いことが分かる． 

次にさがみ縦貫道路開通時のＯＤ交通量の推定を行う． 

この際ＯＤ交通量を変化させる要因としてまず考えられ

るのは，人口の推移である．人口が多くなればそれに従

って移動は多くなり，自動車・タクシー・バスの交通量

も多くなると考えるのが自然である．またさがみ縦貫道

路開通時も自動車に依存する社会は続いていくものと考

えられる．そこで，平成8～12年度相模原市の登録自動
車台数の対数近似を取ることで，平成32年度の相模原市
の登録自動車台数を予測した．（図５参照） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５：相模原市の登録自動車台数の推移予測 

 
以上のことからさがみ縦貫道路開通時の交通量を以下

のように推定した． 
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ここに 
Pi：ゾーン iの人口推移 
Pi：ゾーン jの人口推移 
Xi：ゾーン iからの発生交通量 
Yj：ゾーンjへの集中交通量 
Ｕi：さがみ縦貫道路開通時のゾーンiからの発生交通量 

Ｖj：さがみ縦貫道路開通時のゾーンjへの集中交通量 
 

（２）シミュレーションモデルの概要 

 

 本研究では交通流動とそれに起因する汚染物質の推計

を統合して行う交通シミュレーションＶＩＳＵＭを用い

て相模原市道路ネットワーク（図６）を作成しシミュレ

ーションを実行することによって，交通状況の再現を行

い，総走行距離およびＮＯｘ，ＣＯ２の総排出量を推定

する．交通シミュレータ実行までのフローを図８として

示す．作成した道路ネットワークは発着セントロイド数

42，ノード数181，往復別リンク数412である．本シミュ
レーションでの車両の経路選択の設定はWardropの第2原

則8）にもとづき，全車両に対して，1時間毎にネットワ
ークの情報を与え，最短経路を選択するように設定を行

った．これは松井ら9)の開発した時間帯別利用者均衡配

分モデルと同様の設定であるが，時間帯別高速道路転換

率モデルの内生化までは行っていない．また速度別排出

係数は，東京都環境保全局が作成した車種別排出係数推

計式10）を用いた．排出ガス排出量推定方法を図７として

示す．さがみ縦貫道路開通時の新設道路に関しては，再

現性の評価を行う際には実際存在しない道路なので，交

通容量を「0」にする． 
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図６：相模原市道路ネットワーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７：排出ガス排出量推定フロー 

リンク別1秒間の排出量 (g/s) 

速度(km/h) 速度別排出係数(g/km) 

瞬間走行速度 

（1秒単位） 
シミュレーション内 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８：シミュレーション実行のフロー 

 

（３）交通状況の再現性の検証 

 

再現性の評価に使用する実測値は平成11年度道路交通
センサス調査11)より相模原市内での断面交通量観測点13
箇所で行う．再現性の指標として，7時から18時の計12
時間での１時間ごとの実測断面交通量とシミュレーショ

ンでの再現交通量に関して2値の相関係数，絶対誤差，

ＲＭＳ誤差，回帰式 傾きaの４つの指標で行う．

交通量観測地点を図９に示し，これらの結果を図１０及

び，表4として示す． 

axy =

 

図９：交通量観測地点 
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図１０：交通量の実測値と再現値の比較 

 

表４：交通量の実測値と再現値の関係 

 相関係数 誤差（％） 傾きa RMS誤差

時間帯別平均値 0.721 26 0.876 0.288
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 これらの結果から高い精度で交通量を再現しているこ

とが分かる．このときの総走行距離は22806km，ＣＯ２の

総排出量は50554kg/12hＮＯｘの総排出量は1245kg/12h

と推定される． 

 

（４）さがみ縦貫道路開通時の交通量の変化 

 

（a）さがみ縦貫未開通の場合と現状の比較 

 仮にさがみ縦貫道路が開通しなかった場合,1節で推定

したＯＤをもとにシミュレーションを実行した結果と，

3節で行ったシミュレーションの結果を総走行距離およ

びＮＯｘ，ＣＯ２の総排出量で比較を行う．この結果を

表５にまとめる． 

 

表５：さがみ縦貫道路未開通時の変化 
 

１ 

2 

5 

6 

7 

8 
3 

4 
9 

10 

11 

12
13 

発生集中交通量 総走行距離 ＮＯｘ排出量 ＣＯ２排出量

＋7.60% ＋12.9% ＋17.1% ＋15.6% 

このことから高速道路が開通しない場合でも相模原市に

おける交通混雑は悪化するものと推測できる. 

 

（b）さがみ縦貫道路開通時と未開通時の比較 

 次にさがみ縦貫道路開通時による交通状況の変化に関

して同様の比較を行う．この場合高速道路の通過交通量

が都市に与える交通負荷,環境負荷の影響を考慮しない

ために,発生集中交通量の変化はないものとする.さらに

3章で求めた転換率モデルを適応することで，市内を通

行する車両の経路変更によるさがみ縦貫道路開通時の相

模原市内における交通負荷,環境負荷の変化に関して比

較する． 

 



表６：さがみ縦貫道路開通時・未開通時の変化 

発生集中交通量 総走行距離 ＮＯｘ排出量 ＣＯ２排出量

＋0.00% ＋8.79% ＋7.75% ＋11.5% 

この結果からさがみ縦貫道路開通時には，仮に開通させ

なかった場合よりさらに交通混雑は悪化すると推測でき

る． 

 

（５）料金変動による交通状況の変化 

 

 4節から本研究では，さがみ縦貫の開通の有無に関わ

らず相模原市においては自動車交通に起因する混雑が悪

化し，環境負荷の増加が推測された．そこでここで開発

したツールを用いて，さがみ縦貫道路の開通を前提に，

この交通混雑，環境負荷の軽減のための施策として，高

速道路料金を変動させた場合に相模原市における都市交

通，都市環境への負荷との関係を検討する． 

（a）料金感度分析 
 本研究で推定してパラメータを用いて１ｋｍあたりの

高速道路料金と高速道路利用交通量の関係を図11に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１１：高速道路料金と利用交通量の関係 

 図１１では高速道路料金が高くなるにしたがって，高

速道路利用交通量が多くなるという不自然な傾向がみら

れた．よってこの傾向を高速道路料金が高くなるにした

がって交通量が少なくなるように補正するために，θ ′
項が常に正であり，短距離でパラメータの変動が大きく

距離が長くなるに従って収束する性質を持つ対数関数を

用いて近似する．使用する説明変数としてはＯＤ間距離

を用いた． 

261.0)ln(0932.0)( −= xxθ   （９）

   （相関係数：0.564） 

0003.0)ln(0001.0)( −=′ xxθ      （１０）

   （相関係数：0.715） 

246.0)ln(0807.0)( −= xxψ      （１１） 

   （相関係数：0.578） 

式（９）～（１１）を用いて算出した１ｋｍあたりの高

速道路料金と高速道路利用交通量の関係を図12に示す． 
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図１２：高速道路料金と利用交通量の関係 

 

（b）料金変動による交通状況の推定 

 ３章で求めた高速道路転換率モデルを用い，固定費15

0円および，1kmあたり10円から基準料金の2倍まで課金

額を1kmあたり５円毎変更し，高速道路利用交通量を推

定し，シミュレーションを実行する．その結果各課金方

法での車両の経路選択行動による総走行距離，ＮＯｘお

よびＣＯ２の総排出量を推定し，これらを評価項目とし

て最適な料金施策を求める．上記の各料金設定でシミュ

レーションを行い，高速道路未開通時と比較した．この

結果，基準料金に比べ1kmあたりの料金が高くなるにし

たがって３つの評価項目の増加率が大きくなる傾向を示

した．また逆に料金が低くなる場合，はじめは３つの評

価項目の増加率は減少する傾向を示し，その後再び増加

率が高くなった．その中で，これら３つの評価項目の増

加率が最も少ない料金設定は，本ネットワークにおいて

は1kmあたり20円の課金であった．さがみ縦貫道路開通

時における相模原市における都市交通，都市環境に最適

な高速道路料金は，基準料金よりやや安い，150円の固

定費に1kmあたり20円前後の課金であると推測される． 
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５．まとめ 
（１） 結論 
 
 本研究で得られた成果は以下のようになる． 
（a） 高速道路料金を考慮した高速道路転換率モデル
を構築した．このモデルと既存の高速道路転換率モ

デルを比較すると，既存のモデルは相模原市の高速

道路交通需要に対応しておらず，実際の高速道路利

用交通量より多めに推計される傾向がある．一方，

本研究で提案したモデルは相模原市の高速道路利用

交通量の現在値をより正確に推定することができた．

同様の手法を用いることで，国内での高速道路需要

予測に対し，過大推計が起こり難い交通計画に必要

なツールになることを示唆した． 



（b） 本研究での提案ツールを用いてシミュレーショ
ンした結果,OD交通量が変化しない場合に，高速道
路料金変動させ高速道路料金を値下げすることで都

市交通，都市環境が改善されるケースがあることを

示すことができ,ツールとしての有効性が示せた． 
 

（２） 今後の課題 

 

 本研究で提案した高速道路転換率モデルでは高速道路

の総利用交通量の精度は良かったが，距離帯別での精度

には未だ改善の余地がある．本研究では，説明変数とし

て時間差と高速道路料金を用いたが，新たな説明変数の

導入を考慮する必要があると考える． 

 また本提案ツールの信頼性を高めるためにも，他の都

市で同様の手法を用いた研究が必要である．最後に複数

の都市を対象にしたメソスケールの交通ネットワークで

の交通状況の変化を把握するなど研究の拡張が必要であ

る． 
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